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研究成果の概要（和文）：本研究では、「エネルギー革命期」（1953～1973）における産炭地のうち、福岡県産
炭地を中心として、生活保護制度の運用について比較検討した。その結果、産炭地では、炭鉱閉山による炭鉱離
職者の発生のほか、生活扶助に関する諸改善などの制度的要因や財政再建団体指定による人件費の抑制などが、
被保護階層への流入を助長した要因であった。このような諸要因を踏まえることで、産炭地のみならず、大都市
部や失業多発地域の分析にも、活用できると考えられる。

研究成果の概要（英文）：We conducted a comparative study to examine the reasons for the expansion of
 the classes of recipients under the daily life security (DLS) system and identify the factors that 
contributed to this expansion in the coal mining municipalities, especially the Fukuoka prefecture, 
in the energy revolution period. The results show that the high rate of DLS in these municipalities,
 particularly those in the Chikuho coalfield, has been attributed not only to the closure of coal 
mines and the displacement of their workers but also to institutional factors (e.g.,increased the 
level of livelihood assistance) and reduction in labor costs by designating　financial 
reconstruction organizations, among others. These factors can motivate an analysis of these 
municipalities, metropolitan cities, and areas with concentrated unemployment. 

研究分野：社会政策

キーワード： 「エネルギー革命期」　生活困窮者救済　生活保護制度　「第二次適正化」政策　財政再建団体　産炭
地
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「エネルギー革命期」における各産炭地では、炭鉱閉山により、炭鉱離職者、つまり稼働世帯の被保護階層への
流入が顕著にみられたが、その流入要因と自治体間の相違は、十分に解明されていなかった。加えて、同時期に
展開された「第二次適正化」政策についても、先行研究では、監査要綱などの史的展開については論じられた
が、その実態については、必ずしもあきらかになっていなかった。本研究は、このような研究史における隘路を
埋めるのみではなく、現代日本が抱える貧困問題である稼働世帯の貧困＝ワーキングプアを考える上での一助に
なると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
2008 年、リーマンショックの発生後、非正規労働者の派遣切りや雇止めが横行することにな
ったが、このことは日本の労働力市場の脆弱性を示すものであった。その後、稼働世帯＝ワーキ
ングプア層の被保護階層への流入が顕在化した。このような稼働世帯の被保護階層への流入は、
その原点というべき時代があり、それが主力燃料の石炭から石油への転換が行われた「エネルギ
ー革命期」（1953～1973）の産炭地であった。つまり当該期は、現代的貧困であるワーキングプ
アや雇用不安定性が生じた原点となる時代と位置づけられる。「エネルギー革命期」の各産炭地
では、炭鉱閉山を直接的な要因として、炭鉱関連離職者が被保護階層に流入したが、その流入時
期や被保護階層の膨張は一様ではなかった。そのため先行研究では、炭鉱閉山→失業（失業保険、
失対事業）→被保護階層という単線的な説明にとどまっていた。 
加えて、当該期は、生活保護制度における「第二次適正化」政策が展開された時期であった。
生活保護研究では、「適正化」政策の検討が重要視されるが、先行研究では、監査要綱などの制
度の史的展開に重きが置かれており、その実証は十分に行われていなかった。そのため「適正化」
政策には、いかなる特徴があったのかについては、解明されていなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の課題は、稼働世帯の被保護階層への流入とその救済について、「エネルギー革命期」
の産炭地、とくに福岡県産炭地を事例として、比較検討を行うことにある。リーマンショック後、
非正規労働者やワーキングプアなど脆弱な雇用条件にある稼働世帯の被保護階層への流入が顕
著にみられた。このような稼働世帯の被保護階層への流入については前史というべき時期があ
り、それが「エネルギー革命期」であった。当該期には、主力燃料の転換による炭鉱閉山を背景
として、大量の炭鉱離職者が被保護階層に流入したという経緯があった。本研究は、産炭地にお
ける炭鉱離職者の被保護階層への流入過程について、現代的貧困の原点として位置づける。そし
て、産炭地のうち、とくに炭鉱閉山の影響が著しい福岡県産炭地を中心として、生活保護制度の
運用について比較検討を行う。加えて、自治体間における被保護階層への流入には、どのような
特徴があり、なぜ、長期的な被保護階層への滞留が生じたかについても検討する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、産炭地自治体の議会資料や地方新聞などを、主要な資料とし、歴史的アプローチ
から、「エネルギー革命期」における産炭地、とくに福岡県産炭地の事例を中心として、比較検
討を行った。本研究における主要な事例は、筑豊炭田に所在する田川市、飯塚市、直方市、中間
市、山田市（現嘉麻市）の 5市ほか、北九州市（1963 年に小倉市、八幡市、門司市、若松市、戸
畑市の合併）、さらに大牟田市と熊本県荒尾市である。このほか長崎県松浦市を新たに事例とし
て加えた。 
 
４．研究成果 
「エネルギー革命期」における産炭地の被保護階層の膨張には、炭鉱閉山による炭鉱離職者の
発生のみならず、生活扶助に関する諸改善、財政再建団体指定による人件費の抑制、省庁間によ
る政策の「合成の誤謬」のほか、生活保護制度への相互的な依存関係などが関連していると考え
られる。加えて、当該期には、生活保護制度における「第二次適正化」政策が展開された。稼働
世帯に対する収入認定の強化により、被保護階層の縮小あるいは膨張の抑制が確認でき、とくに
失対事業との併給者が被保護階層から排除された。したがって、少なくても産炭地では、併給世
帯が「第二次適正化」政策の主要な対象であったことが示唆される。 
本研究を進めるにあたり、新たな課題が生まれた。本研究では、産炭地自治体を事例として検
討したが、行政面からの検討に傾斜しており、当事者、つまり生活困窮者からの視点は、十分と
はいえない。近年、社会史分野ではメイクシフト・エコノミーが、注目を集めている。この視点
では、生活困窮者が、単に行政による救済に甘受せず、独自に生存戦略を行っていたという主体
性に着目する。こうした視点は、リスター（R.Lister）による「貧困と行為における主体性」で
も指摘されている。このような視点を織り込むことにより、前述した課題の解決が期待できる。
なお、本研究では、大牟田市の事例において、このような視点を取り入れて検討を行った。以下
に、本研究の主要な研究成果について示す。 
 
（1）田川市 
田川市は、三井鉱山田川鉱業所と小零細炭鉱を中心とした自治体であり、筑豊 5市のうちで最
も早く、1959 年から保護率の顕著な上昇が確認できる。田川市は、中小炭鉱の割合が高く、さ
らに炭鉱離職者を吸収できる産業が皆無であった。加えて、1956 年には地方財政再建促進特別
措置法に規定される財政再建団体に指定された。財政再建団体では、自治庁（1960 年以降、自
治省）により、各種合理化を指示されるが、本研究との関係で重要なのが、人件費の抑制である。
田川市では、炭鉱閉山により、大量の炭鉱離職者が被保護階層へと流入したが、人件費の圧縮の
ため、現業員や査察指導員の増員に制約が生じた。そのため資産調査を十分に行うことができず、
このことが被保護階層の膨張を助長する要因となった。 



その後、田川市では、1964 年から被保護階層が急激に縮小したが、この理由は、①「第二次適
正化」政策による稼働世帯の被保護階層からの排除、②指導指示と検診命令によるものであった。
①では、失業対策との併給世帯の割合は低下していることから、田川市では、失対事業との併給
世帯が、被保護階層から排除された。②では、就労の強化と、病状の把握を行うものであるが、
このような取り組みは、北九州市における「適正化」政策にも取り入れられた。その結果、田川
市の被保護階層において、非稼働世帯の割合が高まることになった。 
 
（2）北九州市 
 1963 年、北九州市が誕生したが、旧 5 市は、それぞれ社会経済的な特徴を有し、産業構造に
も著しい相違があった。吉田法晴市政は、「民主団体」などに寛容的な立場をとったため、集団
陳情が激化した。5市合併には「タッチゾーン方式」が採用され、旧市の各種基準や職員配置も
従前のままであったため、各組織の合理化が行われず、職員の行為態様にも各種問題が生じた。
前述した複雑な産業構造のほかに、エスニシティの問題も抱えており、構造不況のほか、特異な
社会文化的な背景も抱えていた。そのため北九州市の保護率は上昇傾向を示し、政令指定市で最
も高い保護率となった。 
 「第二次適正化」政策により、他産炭地では、被保護階層の縮小が確認できるが、北九州市で
は、前述した経緯により、被保護階層は反比例するかのように膨張を示した。1965 年、自治省
「北九州市行財政調査報告書」では、北九州市の生活保護制度の運用について、①「エネルギー
革命」、「鉄冷え」による失業者の増大、②近隣市町村と比較して給地が高い、③賃金が低く、稼
働世帯の被保護階層が多いことを指摘し、生活保護費の削減を勧告した。生活保護制度に対する
「適正化」政策が行われたのが、谷伍平市政（1967～1987）である。谷市政が行った組織改革は、
①本庁の実施体制の整備と指導監査の強化として、指導課を新設し、職員の増員、②指導課長、
主幹（生活保護担当）の厚生省社会局監査指導室からの出向（1967～2007）、③福祉事務所の職
員増、福祉事務所の新設であった。このような機構改革に加えて、「民主団体」に対する陳情ル
ールについても確立した。 
 1967 年、北九州市民生局は、「ケース取扱手順書」（以下、手順書）を作成したが、この雛型と
なったのが、前述した田川市の取り組みである。北九州市は、検診命令を活用するために、嘱託
医の増員、技術吏員（医師）の配置を行い、さらに医療扶助審議会の機能を強化した。この手順
書は、厚生省により、実施要領改訂の際にも活用されたという。重点指導ケースについては、合
理的ケース管理（1974～1976）、重点指導ケース（1980 年以降）の順で導入された。なお、同和
ケースは、指導困難ケースとして、重点指導ケースから除外された。このような「適正化」政策
の影響から、被保護階層が縮小する反面、漏救や被保護者に対する各種権利侵害が続発した。谷
市政による「適正化」政策により、被保護階層は急激に縮小したが、北九州市議会では、被保護
者への権利侵害などに対する質疑が頻繁に行われるようになった。谷市政による「適正化」政策
は、少なくても機構改革や手順書の作成までは違法性はなかった。しかしながら、その運用過程
において、「適正化」の対象ではない世帯まで波及することで、違法性を帯びるようになった。
この過程において、「北九州方式」＝「逆福祉システム」の端緒をみることができる。 
 
（3）松浦市 
松浦市は、北松炭田（長崎県）に位置する自治体であり、所在炭鉱のすべてが中小炭鉱であっ
た。北松炭田には生産面の不利があり、そのため 1952 年ごろから炭鉱の休閉山が顕在化した。
その後、一時的な保護率の低下を挟み、1958年から再び保護率の上昇が生じ、1964年には184.1‰
に達した。このような生活保護制度の実施について、厚生省担当者から、「筑豊炭田と同様な立
場」であると指摘されていた。「エネルギー革命」の進展によって、1962 年には、松浦市におけ
る被保護階層の 76.2%が炭鉱離職者で占められていた。その後、「第二次適正化」政策の影響か
ら、稼働世帯の割合が低下する反面、非稼働世帯の割合が上昇した。なお、人口減少の影響をう
けて、1967 年、松浦市の保護率は 191.8‰を記録した。 
松浦市において、高率の保護率を記録した理由として、炭鉱閉山や代替産業が皆無なほか、①
財政再建団体指定、②省庁間による政策の「合成の誤謬」、③生活保護制度への相互的な依存関
係などが関係している。①について、松浦市の再建期間は 11 年に及んだため、田川市の事例よ
りも資産調査の不徹底が強く生じ、このことが被保護階層の膨張を助長した。②について、厚生
省は、生活扶助に関する諸改善により、最低生活費の引上げを実施した反面、自治省は、財政再
建のために、財政再建団体に対して人件費圧縮などの合理化を行った。その結果、資産調査の不
徹底を助長することになり、被保護階層を膨張させる要因の 1つとなった。各省庁は、所管事務
に対して合目的的な政策を策定したが、政策実施を行う地方自治体、つまり松浦市において、「合
成の誤謬」が生じることになった。③について、当該期には生活扶助の高率改訂により、最低生
活費が上昇する反面、松浦市では、所得水準や消費水準の伸長が停滞したため、生活扶助費との
乖離が縮小した。この縮小が、被保護階層における勤労意欲の減退を招き、生活保護制度への依
存を強めることになった。加えて、人口の 2割弱が被保護階層であることは、商店街にとっては
有力な購買層となり、こうした購買力に依存するようになる。このようにして、生活保護制度へ
の相互的な依存関係が形成された。これらの理由により、高い保護率が長期的に継続し、このな
かで不正受給が横行するようになったと考えられる。 



 
（4）大牟田市 
 大牟田市は、国内随一の三井鉱山三池鉱業所を配する「炭都」であり、被占領期には石炭増産
によって、炭鉱関係労働者が急激に増加した。しかしながら、反動不況を契機として、失業者や
不安定就労層が生み出され、ワーキングプアの原型を形成することになった。このような階層は、
景気の調節弁として機能した。「エネルギー革命期」の進展により、前述した不安定就労層に加
えて、三井関連離職者や組夫などの新たな不安定就労層が発生した。こうした不安定就労層は、
1959 年からの三井三池争議前後から、若干のタイムラグを置きながら、被保護階層へと流入し
た。1963 年の炭塵爆発事故後、大牟田市は、遺族支援のために、生活保護法第 4 条「補足性の
原理」の拡大解釈について陳情したが、厚生省からは「弾力的な運用」を指示されていた。三井
三池争議、炭塵爆発事故による三池鉱業所の不振から、大牟田市では、財政状況が暗転したため、
1964 年から準用財政準団体に指定された。1970 年には、大牟田市は、厚生省から是正ケースを
指摘され、1971 年には、暴力団員による不正受給事件が発覚したため、「適正化」政策が講じら
れ、被保護階層は縮小した。 
 石炭不況との関係から、大牟田市では、全日本自由労働組合大牟田支部が、生活扶助基準の二
倍引上げや、収入認定の撤廃などから、福祉事務所に対して、集団陳情を展開し、さらに市議会
に対しては、各種陳情や請願を行っていた。このような集団陳情は、実質的に生存戦略として機
能していたと考えられる。 
  
（5）その他 
上記の研究に付随して得られた資料から、炭鉱離職者対策、産炭地域政策及び労働者災害補償
保険法などに関する研究成果を刊行した。 
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